
⑴　一般世帯の申込資格
　次の各項目の全部に該当する方

一般世帯の申込資格

が人本者込申 ① 本市の市営住宅定期募集及び親子近居等募集（平成28年以降実施分）の落選回数実
績が11回以上（公営住宅又は改良住宅のものに限る。）であること（抽選結果通知に関する書類を合
算して11枚提出できること）、又は、平成24年９月以降実施の11回落選実績保有者向け募集に落選
又は辞退された方等であること（当該募集の「抽選結果通知票（郵便はがき）」（落選印、辞退印又
は失格印のあるもの）を提出できること）

②現在同居しているか又は同居しようとする親族（内縁関係及び婚約者を含む。）があること
、で中約婚在現日込申、合場るれさみ込申で成構のと者約婚 　 婚姻（入籍）する日が当該住宅の本市

の指定する入居契約日までであること

、りあで内囲範の）照参ジーペ９（準基るめ定で国は又市が計合入収の員全族家るすとうよし居入 ③
かつ、家賃の支払い能力があること

④現在住宅に困窮されていること

、が）。む含を者約婚び及係関縁内（族親るすとうよし居同は又かるいてし居同在現び及人本者込申 ⑤
市営住宅に係る未納の家賃もしくは駐車場使用料又は市営住宅もしくは共同施設に係る損害賠償金
がある方でないこと

、が）。む含を者約婚び及係関縁内（族親るすとうよし居同は又かるいてし居同在現び及人本者込申 ⑥
本市からの明渡請求（家賃滞納を原因とする場合等を除く。）を受けて市営住宅を明け渡した方で
あって、かつ、その明渡しの日の翌日から起算して５年を経過していない方でないこと

が）。む含を者約婚び及係関縁内（族親るすとうよし居同は又かるいてし居同在現び及人本者込申 ⑦
暴力団員でないこと

・親族には、大阪市ファミリーシップ制度に基づくファミリー（パートナー）シップ関係にある方を含みます。
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　今回の募集に落選された方、住戸選定順位（又は補欠順位）が決定したものの住戸選定会において希望
住戸を選定できないために辞退された方、及び入居収入基準等が不適格その他により失格となった方は、
今回の募集の「抽選結果通知票（郵便はがき）」（落選印、辞退印又は失格印のあるもの）により、次回以
降のこの募集に申し込むことができます。

。すまりなと要必が」）きがは便郵（票知通果結選抽「の回今に際のみ込申の降以回次 　※　 「抽選結果通
知票（郵便はがき）」の再発行はできませんので、大切に保管してください。

落選・辞退された方等の取り扱いについて

○　 年齢については、令和８年９月16日（申込最終日）現在の満年齢です。申込資格については、申込日
（令和８年９月９日～９月16日）現在で確認できなければなりません。

定選戸住、れさみ込申にた新りよに由事窮困のどな小狭の宅住が方るいてれさ居入に宅住営市、在現 　○
順位が決定した場合のあっせんは、現住宅の家賃の完納と返還を条件とします。

処てしとのもたれさ退辞を居入、はきといならなにし越おに日続手るす定指の市本、くなも絡連の何 　○
理します。住戸選定順位決定後、入居辞退をご希望のときは、必ずご連絡をいただきますようお願い
します。辞退後の復活はできませんので、あらかじめご承知おきください。

○　入居契約手続きを行い、鍵をお渡しするまでの間は、住宅の下見（内覧）はできません。
○　市営住宅内では、犬･猫などのペットの飼育はできません。
○　住宅以外の用途で使用することは、認められません。
○　申込者本人及び同居する者が暴力団員である場合や市営住宅の未納家賃がある場合等は、入居できません。
なお、入居後に暴力団員であることが判明した場合もしくは入居後に暴力団員になったことが判明し
た場合、又は市営住宅の未納家賃があること等が判明した場合は、住宅の明渡しの対象となります。

○　 申込みされた市営住宅へ入居した後は、入居者全員が当該住宅に速やかに生活の本拠を移し、住民票
を当該住宅に異動してください。

者居同び及者込申にでま日約契居入、しだた。んせまきでがとこむ込し申てしと則原、は方の家ち持 　○
以外に持ち家を売却される予定等があり、媒介・売買契約書等の提出ができる場合は申し込むことが
できますので、詳しくは大阪市営住宅募集センター募集担当までお問い合わせください。

○　 入居後は、家賃以外に、居住者が共同で使用する部分に要する費用（防犯灯・エレベーターの電気代
や共用部分の水道代等）として共益費を負担していただきます。

申込みにあたっての注意事項
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　市営住宅をお申込みいただくためには、世帯の収入が市
又は国で定める基準に該当していなければなりません。
　右の別表は、入居収入基準（月額所得額）の算出方法と
入居収入基準額です。この算出方法が複雑であるため、入
居収入基準（月額所得額）をもとに、収入の種類に応じて
年収分の表に書き換えたものが、入居収入基準早見表（以
下 表  といいます。）で、12ページの 表１  と 表２  で表
示しています。

次の見分け方をもとに、それぞれ該当する表をご覧になりお申込みください。※１　

年７和令、はに合場るいてれさを等業営は又、合場るいてし務勤に先務勤の一同てし続継らか日１月１年７和令 　１※
１月１日～12月31日までの１年間の収入（所得）によりますが、令和７年１月２日以降に就職、転職、営業等
を開始された方は、13ページの算出方法によって１年間の推定収入（所得）を算出してください。なお、申込
時には勤務していても入居契約日までに退職し、以降収入がなくなる方の収入は０円となります。

※２　 表１ は、会社員、店員、パート、アルバイト、事業専従者等、給与所得者の給料、賃金、賞与等１年間に支払
いを受けたすべての収入（総収入金額）を表しています。

※３　 表２ は、いわゆる所得金額を表しています。所得金額は、自営業者であれば営業等による収入金額から法で認
められた必要経費を除いた金額のことです。給与所得者及び年金所得者であれば、総収入金額を10ページ及び
11ページの算出方法で算出した金額のことです。

入 居 収 入 基 準
別表（入居収入基準＝月額所得額）
　申込者本人及び同居する者の過去１年間の
所得金額の合計から同居する者及び現に所得
税法上の扶養控除を受けている親族１人につ
き38万円を控除し、さらに特別控除がある場
合は、その額を控除した金額を12で除した額
が次の範囲内であること。
⑴ 公営住宅　158,000円（※259,000円）以下
⑵ 改良住宅　158,000円以下

限上の合場るす当該に等帯世者齢高、は額金の）　（ ※
の額です。（15ページ参照）

入居する家族のうち収入の
ある方が２名以上の場合、
１人で２種類以上の所得が
ある場合、特別控除（14
ページ参照）のある場合、又
は年金所得者の場合

・給与所得者及び年金所得者は所得
金額の算出方法（10ページ及び11
ページ参照）に基づいて総収入金
額から個人及び種別に算出した所
得金額
・確定申告をされている方はその所
得金額

入居する家族のうち収入の
ある方が１名で、特別控除
（14ページ参照）がない場合

入居する家族全員が収入の
ない場合又は非課税所得
（14ページ参照）のみの場合

所得金額を合算又
は特別控除額（14
ページ参照）を控
除した後、ご覧く
ださい。

表 を見なくても公営住宅・改良住宅どちらでも申込みできます。

令和７年１年間の総収入金額をそのまま
ご覧ください。

給与所得者

※２

※３

自営業者等 令和７年１年間の所得金額をそのまま
ご覧ください。

表４
収入金額
表１

表５
所得金額
表２

〈ご覧になる表の見分け方〉
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⑵　単身者の申込資格
　次の各項目の全部に該当する方

単身者の申込資格

① 本市の市営住宅定期募集及び親子近居等募集（平成28年以降実施分）の落選回数実績が11回以上（公
営住宅又は改良住宅のものに限る。）であること（抽選結果通知に関する書類を合算して11枚提出で
きること）、又は、平成24年９月以降実施の11回落選実績保有者向け募集に落選又は辞退された方
等であること（当該募集の「抽選結果通知票（郵便はがき）」（落選印、辞退印又は失格印のあるもの）
を提出できること）

②単身で居住され、日常生活ができる方のうち、次のいずれかに該当されていること
でが活生たし立自りよにとこるけ受を護介の時常ていおに宅居、もで方な要必が護介の時常、おな

きる方であれば申し込むことができます。

は同程度の障がいがある方

する方又は同程度の障がいがある方

ら第６項症まで、又は同法別表第１号表ノ３の第１款症に該当する方

けている方

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第１項
に規定する支援給付を受けている方

療養所に入所されていた方

第１条第２項に規定する被害者で、次のいずれかに該当する方
保時一のータンセ援支談相力暴者偶配るよに定規の号３第項３第条３第法等止防力暴者偶配・

護もしくは同法第５条の規定による婦人保護施設の保護又は本市が行う同法第１条第２項に規
定する被害者の緊急時における一時保護が終了した日から起算して５年を経過していない方

は又令命去退たしが所判裁りよに定規の２の条01第は又項１第条01第法等止防力暴者偶配・

・困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和4年法律第52号）第9条第1項若しくは第
　2項に規定する女性相談支援センター又は法第3条第1項若しくは第2項に規定する配偶者暴力
　相談支援センターから法第1条第1項に規定する配偶者からの暴力を理由に保護された旨又は
　対面により配偶者からの暴力に係る相談をした旨の証明書の交付を受けた方

接近禁止命令の申立てを行った者で、当該命令がその効力を生じた日から起算して５年を経
過していない方

い払支の賃家、つか、りあで内囲範の）照参ジーペ９（準基るめ定で国は又市が入収の人本者込申③
能力があること

④現在住宅に困窮されていること

に設施同共はくしも宅住営市は又料用使場車駐はくしも賃家の納未る係に宅住営市、が人本者込申⑤
係る損害賠償金がある方でないこと

明を宅住営市てけ受を）。く除を等合場るすと因原を納滞賃家（求請渡明のらか市本、が人本者込申⑥
け渡した方であって、かつ、その明渡しの日の翌日から起算して５年を経過していない方でないこと

⑦申込者本人が暴力団員でないこと

単身者とは、配偶者（内縁関係を含む。）のない方で、
かつ、同居しようとする者のない方をいいます。
⎧

⎩

⎧

⎩
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